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�愛媛県条例第３４号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年７月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例附則第３条第３項の規定は、令和２年４月１日以後に支

給すべき事由の生じた遺族補償年金の支給について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた遺族補償年金の支給については、なお従前

の例による。

�愛媛県条例第３５号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

附 則

（遺族補償年金前払一時金）

第３条 省略

２ 省略

３ 遺族補償年金前払一時金が支給される場合には、当該遺族補償

年金前払一時金の支給の原因たる職員の死亡に係る遺族補償年金

は、各月に支給されるべき額の合計額が規則で定める算定方法に

従い当該遺族補償年金前払一時金の額に達するまでの間、その支

給を停止する。

４・５ 省略

附 則

（遺族補償年金前払一時金）

第３条 省略

２ 省略

３ 遺族補償年金前払一時金が支給される場合には、当該遺族補償

年金前払一時金の支給の原因たる職員の死亡に係る遺族補償年金

は、次の各号に掲げる 額の合計額が

当該遺族補償年金前払一時金の額に達するまでの間、その支

給を停止する。

� 遺族補償年金前払一時金が支給された月後最初の遺族補償年

金の支払期間から１年を経過した月前に支給されるべき遺族補

償年金の額

� 遺族補償年金前払一時金が支給された月の翌月から１年を経

過した月以後各月に支給されるべき遺族補償年金の額を、１００

分の５にその経過した年数（当該年数に１未満の端数を生じた

ときは、これを切り捨てるものとする。）を乗じて得た数に１

を加えた数で除して得た額の合計額

４・５ 省略
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令和２年７月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～７３の７ 省略 １～７３の７ 省略

７３の８ 医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律第１４条第７項（同

条第１３項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく医薬

品又は医薬部外品の製造管理又

は品質管理の方法の基準への適

合性調査の申請に対する審査

省略 ７３の８ 医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律第１４条第６項（同

条第９項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく医薬

品又は医薬部外品の製造管理又

は品質管理の方法の基準への適

合性調査の申請に対する審査

省略

７３の９ 医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律第１４条第１３項の規

定に基づく医薬品又は医薬部外

品の製造販売の承認事項の一部

変更の承認の申請に対する審査

省略 ７３の９ 医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律第１４条第９項の規

定に基づく医薬品又は医薬部外

品の製造販売の承認事項の一部

変更の承認の申請に対する審査

省略

７３の１０～１１３ 省略 ７３の１０～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～２３ 省略 １～２３ 省略

２４ 家畜改良増殖法第２３条の規定

に基づく家畜人工授精師免許証

の書換え交付

家畜人工授精

師免許証書換

え交付手数料

１，７００円

２５ 家畜改良増殖法第２３条の規定

に基づく家畜人工授精師免許証

の再交付

家畜人工授精

師免許証再交

付手数料

１，７００円

２６ 省略 ２４ 省略

２５ 家畜改良増殖法第３２条の規定

に基づく家畜人工授精師免許証

の書換え交付

家畜人工授精

師免許証書換

え交付手数料

１，７００円

２６ 家畜改良増殖法第３２条の規定

に基づく家畜人工授精師免許証

の再交付

家畜人工授精

師免許証再交

付手数料

１，７００円

２６の２～２９ 省略 ２６の２～２９ 省略

３０ 家畜伝染病予防法第８条（同

法第３１条第３項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づ

く家畜の検査（同法第４条の２

省略 ３０ 家畜伝染病予防法第８条（同

法第３１条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づ

く家畜の検査（同法第４条の２

省略
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附 則

この条例は、家畜改良増殖法の一部を改正する法律（令和２年法律第２１号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。

� 別表２の表７３の８の項及び７３の９の項の改正規定 令和２年９月１日

� 別表４の表３０の項の改正規定 令和３年４月１日

�愛媛県条例第３６号
愛媛県県税賦課徴収条例及び愛媛県森林環境税条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年７月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例及び愛媛県森林環境税条例の一部を改正する条例

（愛媛県県税賦課徴収条例の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第３項の規定による検査及び同

法第５条第１項の規定による監

視伝染病の発生を予察するため

の検査を除く。）、注射、薬浴

又は投薬を行った旨の証明書の

交付

第３項の規定による検査及び同

法第５条第１項の規定による監

視伝染病の発生を予察するため

の検査を除く。）、注射、薬浴

又は投薬を行った旨の証明書の

交付

３１～６１ 省略 ３１～６１ 省略

備考 省略 備考 省略

５・６ 省略 ５・６ 省略

改 正 後 改 正 前

（県民税の納税義務者等）

第１２条 県民税は、第１号に掲げる者に対しては均等割額及び前年

の所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額を課税標準とする所得割額の合算額によつて、第３号に掲げ

る者に対しては均等割額及び法人税額 を課

税標準とする法人税割額の合算額によつて、第２号及び第４号に

掲げる者に対しては均等割額によつて、第４号の２に掲げる者に

対しては法人税割額によつて、第５号に掲げる者に対しては支払

を受けるべき利子等の額を課税標準とする利子割額によつて、第

６号に掲げる者に対しては支払を受けるべき特定配当等の額を課

税標準とする配当割額によつて、第７号に掲げる者に対しては特

定株式等譲渡所得金額を課税標準とする株式等譲渡所得割額によ

つて課する。

�～� 省略

２・３ 省略

（県民税の税率）

第１３条 県民税の均等割の税率は、次の各号に掲げる区分に従い、

それぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 法人 次の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に定める額とする。

（県民税の納税義務者等）

第１２条 県民税は、第１号に掲げる者に対しては均等割額及び前年

の所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額を課税標準とする所得割額の合算額によつて、第３号に掲げ

る者に対しては均等割額及び法人税額又は個別帰属法人税額を課

税標準とする法人税割額の合算額によつて、第２号及び第４号に

掲げる者に対しては均等割額によつて、第４号の２に掲げる者に

対しては法人税割額によつて、第５号に掲げる者に対しては支払

を受けるべき利子等の額を課税標準とする利子割額によつて、第

６号に掲げる者に対しては支払を受けるべき特定配当等の額を課

税標準とする配当割額によつて、第７号に掲げる者に対しては特

定株式等譲渡所得金額を課税標準とする株式等譲渡所得割額によ

つて課する。

�～� 省略

２・３ 省略

（県民税の税率）

第１３条 県民税の均等割の税率は、次の各号に掲げる区分に従い、

それぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 法人 次の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当

該 右欄に定める額とする。

法 人 の 区 分 税 率 法 人 の 区 分 税 率

ア 次に掲げる法人

�～� 省略

� 資本金等の額（法第２３条第１項第４号の

２に規定する資本金等の額をいう。以下こ

省略 ア 次に掲げる法人

�～� 省略

� 資本金等の額（法第２３条第１項第４号の

５に規定する資本金等の額をいう。イから

省略
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の表 において同じ。）を有する法人（法

人税法別表第２に規定する独立行政法人で

収益事業を行わないもの及び�に掲げる法

人を除く。以下この表において同じ。）で

資本金等の額が１，０００万円以下であるもの

オまでにおいて同じ。）を有する法人（法

人税法別表第２に規定する独立行政法人で

収益事業を行わないもの及び�に掲げる法

人を除く。以下この表において同じ。）で

資本金等の額が１，０００万円以下であるもの

イ～オ 省略 イ～オ 省略

２～８ 省略

（法人の県民税の申告納付の期限）

第１７条の２ 県民税の納税義務がある法人がなすべき申告納付の期

限は、法第５３条第１項、第２項、第３１項及び第３５項 に定

めるところによる。

（法人の事業税の申告納付の期限）

第１８条の３ 事業税の納税義務がある法人が、各事業年度に係る法

第７２条の２５第１項に規定する所得割等又は同項に規定する収入割

等についてなすべき申告納付の期限は、次の各号に定めるところ

による。

�～� 省略

� 法第７２条の２６第１項の規定の適用を受ける法人にあつては、

同項に規定する６月経過日 から２月以内

�・� 省略

２ 省略

附 則

第４条 省略

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例）

第４条の２ 法附則第５９条第３項において準用する法第１５条の２第

８項の条例で定める期間は、２０日とする。

第４条の３ 省略

第４条の４ 省略

第７条の４の３ 省略

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除

の特例）

第７条の４の４ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関

係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。以下「新

型コロナウイルス感染症特例法」という。）第６条第４項の規定

の適用を受けた場合における附則第７条の４の２第１項の規定の

適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年

度」とする。

第７条の６ 省略

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例）

第７条の６の２ 県民税の所得割の納税義務者が、新型コロナウイ

ルス感染症特例法第５条第４項に規定する指定行事の同条第１項

に規定する中止等により生じた同項に規定する入場料金等払戻請

求権の全部又は一部の放棄を同項に規定する指定期間内にした場

合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附

則第６０条第２項に規定する道府県放棄払戻請求権相当額の第１４条

の２第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、県

民税に関する規定を適用する。

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡

所得に係る県民税の課税の特例）

第１３条 省略

２ 省略

２～８ 省略

（法人の県民税の申告納付の期限）

第１７条の２ 県民税の納税義務がある法人がなすべき申告納付の期

限は、法第５３条第１項、第２項、第４項、第１９項及び第２３項に定

めるところによる。

（法人の事業税の申告納付の期限）

第１８条の３ 事業税の納税義務がある法人が、各事業年度に係る法

第７２条の２５第１項に規定する所得割等又は同項に規定する収入割

等についてなすべき申告納付の期限は、次の各号に定めるところ

による。

�～� 省略

� 法第７２条の２６第１項の規定の適用を受ける法人にあつては、

当該事業年度開始の日から６月を経過した日から２月以内

�・� 省略

２ 省略

附 則

第４条 省略

第４条の２ 省略

第４条の３ 省略

第７条の４の３ 省略

第７条の６ 省略

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡

所得に係る県民税の課税の特例）

第１３条 省略

２ 省略

愛 媛 県 報令和２年７月１４日 第１２２号外１
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３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合におい

て、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３５条の３まで、

第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３７条の６ま

で、第３７条の８又は第３７条の９の規定の適用を受けるときは、当

該土地等の譲渡は、法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅

地等のための譲渡又は同条第２項に規定する確定優良住宅地等予

定地のための譲渡に該当しないものとみなす。

（東日本大震災に係る被災居住用財産に係る譲渡期限の延長等の

特例）

第１６条の６ その有する家屋でその居住の用に供していたものが警

戒区域設定指示等（震災特例法第１１条の７第３項に規定する警戒

区域設定指示等をいう。以下この項及び次項において同じ。）が

行われた日において当該警戒区域設定指示等の対象区域内に所在

し、当該警戒区域設定指示等が行われたことによりその居住の用

に供することができなくなつた県民税の所得割の納税義務者が、

当該居住の用に供することができなくなつた家屋又は当該家屋及

び当該家屋の敷地の用に供されている土地等（同条第１項に規定

する土地等をいう。以下この項から第４項までにおいて同じ。）

の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定する譲渡をいう。以

下この項から第４項までにおいて同じ。）をした場合には、附則

第１２条第１項中「第３項まで」とあるのは「第３項まで（これら

の規定が法附則第４４条の２第１項の規定により適用される場合を

含む。）」と、附則第１３条第３項中「第３５条の３まで、第３６条の

２、第３６条の５」とあるのは「第３４条の３まで、第３５条（震災特

例法第１１条の７第１項の規定により適用される場合を含む。）、

第３５条の２、第３５条の３、第３６条の２若しくは第３６条の５（これ

らの規定が震災特例法第１１条の７第１項の規定により適用される

場合を含む。）」と、附則第１４条中「租税特別措置法第３１条の３

第１項」とあるのは「震災特例法第１１条の７第１項の規定により

適用される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、附則第１５条第

１項中「第４項」とあるのは「第４項（これらの規定が法附則第

４４条の２第１項の規定により適用される場合を含む。）」とし

て、附則第１２条から附則第１５条までの規定を適用する。

２ 省略

３ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本

大震災により滅失（震災特例法第１１条の７第４項に規定する滅失

をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたことにより

その居住の用に供することができなくなつた県民税の所得割の納

税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供されていた

土地等の譲渡をした場合には、附則第７条の４第１項中「法附則

第５条の４第１項」とあるのは「法附則第４４条の２第３項の規定

により読み替えて適用される法附則第５条の４第１項」と、附則

第１２条第１項中「第３項まで」とあるのは「第３項まで（これら

の規定が法附則第４４条の２第３項の規定により適用される場合を

含む。）」と、附則第１３条第３項中「第３５条の３まで、第３６条の

２、第３６条の５」とあるのは「第３４条の３まで、第３５条（震災特

例法第１１条の７第４項の規定により適用される場合を含む。）、

第３５条の２、第３５条の３、第３６条の２若しくは第３６条の５（これ

らの規定が震災特例法第１１条の７第４項の規定により適用される

場合を含む。）」と、附則第１４条中「租税特別措置法第３１条の３

第１項」とあるのは「震災特例法第１１条の７第４項の規定により

適用される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、附則第１５条第

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合におい

て、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３５条の２まで、

第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３７条の６ま

で、第３７条の８又は第３７条の９の規定の適用を受けるときは、当

該土地等の譲渡は、法附則第３４条の２第１項に規定する優良住宅

地等のための譲渡又は同条第２項に規定する確定優良住宅地等予

定地のための譲渡に該当しないものとみなす。

（東日本大震災に係る被災居住用財産に係る譲渡期限の延長等の

特例）

第１６条の６ その有する家屋でその居住の用に供していたものが警

戒区域設定指示等（震災特例法第１１条の７第３項に規定する警戒

区域設定指示等をいう。以下この項及び次項において同じ。）が

行われた日において当該警戒区域設定指示等の対象区域内に所在

し、当該警戒区域設定指示等が行われたことによりその居住の用

に供することができなくなつた県民税の所得割の納税義務者が、

当該居住の用に供することができなくなつた家屋又は当該家屋及

び当該家屋の敷地の用に供されている土地等（同条第１項に規定

する土地等をいう。以下この項から第４項までにおいて同じ。）

の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定する譲渡をいう。以

下この項から第４項までにおいて同じ。）をした場合には、附則

第１２条第１項中「第３項まで」とあるのは「第３項まで（これら

の規定が法附則第４４条の２第１項の規定により適用される場合を

含む。）」と、附則第１３条第３項中「第３５条の２まで、第３６条の

２、第３６条の５」とあるのは「第３４条の３まで、第３５条（震災特

例法第１１条の７第１項の規定により適用される場合を含む。）、

第３５条の２ 、第３６条の２若しくは第３６条の５（これ

らの規定が震災特例法第１１条の７第１項の規定により適用される

場合を含む。）」と、附則第１４条中「租税特別措置法第３１条の３

第１項」とあるのは「震災特例法第１１条の７第１項の規定により

適用される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、附則第１５条第

１項中「第４項」とあるのは「第４項（これらの規定が法附則第

４４条の２第１項の規定により適用される場合を含む。）」とし

て、附則第１２条から附則第１５条までの規定を適用する。

２ 省略

３ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本

大震災により滅失（震災特例法第１１条の７第４項に規定する滅失

をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたことにより

その居住の用に供することができなくなつた県民税の所得割の納

税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供されていた

土地等の譲渡をした場合には、附則第７条の４第１項中「法附則

第５条の４第１項」とあるのは「法附則第４４条の２第３項の規定

により読み替えて適用される法附則第５条の４第１項」と、附則

第１２条第１項中「第３項まで」とあるのは「第３項まで（これら

の規定が法附則第４４条の２第３項の規定により適用される場合を

含む。）」と、附則第１３条第３項中「第３５条の２まで、第３６条の

２、第３６条の５」とあるのは「第３４条の３まで、第３５条（震災特

例法第１１条の７第４項の規定により適用される場合を含む。）、

第３５条の２ 、第３６条の２若しくは第３６条の５（これ

らの規定が震災特例法第１１条の７第４項の規定により適用される

場合を含む。）」と、附則第１４条中「租税特別措置法第３１条の３

第１項」とあるのは「震災特例法第１１条の７第４項の規定により

適用される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、附則第１５条第
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１項中「第４項」とあるのは「第４項（これらの規定が法附則第

４４条の２第３項の規定により適用される場合を含む。）」とし

て、附則第７条の４又は附則第１２条から附則第１５条までの規定を

適用する。

４・５ 省略

（県民税の法人税割の税率の特例）

第１７条 昭和５０年４月１日から令和５年３月３１日までの間に開始す

る各事業年度分 の法人税割の税率は、第１３

条第４項の規定にかかわらず、１００分の１．８とする。

（中小法人に対する県民税の法人税割の不均一課税）

第１８条 前条に規定する税率の適用がある法人のうち、資本金の額

若しくは出資金の額が１億円以下のもの若しくは資本若しくは出

資を有しないもの（保険業法に規定する相互会社を除く。）、第

１２条第１項第４号の２に掲げるもの又は同条第２項において法人

とみなされるものであつて、かつ、法人税割の課税標準となる法

人税額 が年１，０００万円以下のものに対する

各事業年度分 の法人税割額は、前条の規定

を適用して計算した法人税割額から当該法人税割額に１．８分の０．８

を乗じて計算して得た額に相当する額を控除した金額とする。

２ 前項の規定を適用する場合において、資本金の額若しくは出資

金の額が１億円以下のものであるかどうか又は資本若しくは出資

を有しないものであるかどうかの判定は、

法第５３条第１項に規定する法人税額の課

税標準の算定期間（以下「法人税額の課税標準の算定期間」とい

う。）

の末日の現況によるものとする。

３ 第１項の規定を適用する場合において、他の都道府県において

事務所又は事業所を有する法人の法人税割の課税標準となる法人

税額 が１，０００万円以下であるかどうかの判

定は、法第５７条第１項の規定により関係都道府県に分割される前

の法人税額 によるものとする。

４ 法人税額の課税標準の算定期間

が１年に満たない法人（次項の適用を受けるものを除く。）に対

する第１項の規定の適用については、同項中「年１，０００万円」と

あるのは、「１，０００万円に当該法人税額の課税標準の算定期間

（法第５３条第１項に規定する算定期間をいう。）

の月数を乗じて得た額を１２で除して計算して得た金額」

とする。

５ 法人税法第７１条第１項、第８８条（同法第１４５条の５において準

用する場合を含む。）若しくは第１４４条の３第１項の規定により

法人税に係る申告書を提出する義務がある法人又は法第５３条第２

項の規定により申告書を提出する義務がある法人に対する第１項

の規定の適用については、同項中「法人税割の課税標準となる法

人税額 」とあるのは、「法人税額の課税標

準の算定期間（法第５３条第１項に規定する算定期間をいう。）

の末日までに前事業年度

の法人税割として納付した税額及び納付すべきことが確定した

税額の合計額の課税標準となる法人税額」とする。この場合にお

いて、前事業年度が１年に満たない法人については、同項中「年

１項中「第４項」とあるのは「第４項（これらの規定が法附則第

４４条の２第３項の規定により適用される場合を含む。）」とし

て、附則第７条の４又は附則第１２条から附則第１５条までの規定を

適用する。

４・５ 省略

（県民税の法人税割の税率の特例）

第１７条 昭和５０年４月１日から令和５年３月３１日までの間に開始す

る各事業年度分又は各連結事業年度分の法人税割の税率は、第１３

条第４項の規定にかかわらず、１００分の１．８とする。

（中小法人に対する県民税の法人税割の不均一課税）

第１８条 前条に規定する税率の適用がある法人のうち、資本金の額

若しくは出資金の額が１億円以下のもの若しくは資本若しくは出

資を有しないもの（保険業法に規定する相互会社を除く。）、第

１２条第１項第４号の２に掲げるもの又は同条第２項において法人

とみなされるものであつて、かつ、法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額が年１，０００万円以下のものに対する

各事業年度分又は各連結事業年度分の法人税割額は、前条の規定

を適用して計算した法人税割額から当該法人税割額に１．８分の０．８

を乗じて計算して得た額に相当する額を控除した金額とする。

２ 前項の規定を適用する場合において、資本金の額若しくは出資

金の額が１億円以下のものであるかどうか又は資本若しくは出資

を有しないものであるかどうかの判定は、法第５２条第２項第１号

に掲げる法人にあつては法第５３条第１項に規定する法人税額の課

税標準の算定期間の末日、法第５２条第２項第３号に掲げる法人に

あつては法第５３条第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算

定期間の末日の現況によるものとする。

３ 第１項の規定を適用する場合において、他の都道府県において

事務所又は事業所を有する法人の法人税割の課税標準となる法人

税額又は個別帰属法人税額が１，０００万円以下であるかどうかの判

定は、法第５７条第１項の規定により関係都道府県に分割される前

の法人税額又は個別帰属法人税額によるものとする。

４ 法人税額の課税標準の算定期間（法第５３条第１項に規定する算

定期間をいう。以下同じ。）又は連結法人税額の課税標準の算定

期間（法第５３条第４項に規定する算定期間をいう。以下同じ。）

が１年に満たない法人（次項の適用を受けるものを除く。）に対

する第１項の規定の適用については、同項中「年１，０００万円」と

あるのは、「１，０００万円に当該法人税額の課税標準の算定期間

（法第５３条第１項に規定する算定期間をいう。）又は連結法人税

額の課税標準の算定期間（法第５３条第４項に規定する算定期間を

いう。）の月数を乗じて得た額を１２で除して計算して得た金額」

とする。

５ 法人税法第７１条第１項、第８８条（同法第１４５条の５において準

用する場合を含む。）若しくは第１４４条の３第１項の規定により

法人税に係る申告書を提出する義務がある法人又は法第５３条第２

項の規定により申告書を提出する義務がある法人に対する第１項

の規定の適用については、同項中「法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額」とあるのは、「法人税額の課税標

準の算定期間（法第５３条第１項に規定する算定期間をいう。）又

は連結法人税額の課税標準の算定期間（法第５３条第４項に規定す

る算定期間をいう。）の末日までに前事業年度又は前連結事業年

度の法人税割として納付した税額及び納付すべきことが確定した

税額の合計額の課税標準となる法人税額」とする。この場合にお

いて、前事業年度が１年に満たない法人については、同項中「年
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第２条 愛媛県県税賦課徴収条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１，０００万円」とあるのは、「１，０００万円に当該前事業年度

の月数を乗じて得た額を１２で除して計算して得た金

額」とする。

６ 法人税額の課税標準の算定期間

の月数は、暦に従つて計算し、１月に満たない端数を生

じたときは、１月とする。

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の

取得に対する不動産取得税の減額等の特例）

第２２条 法第７３条の２４第３項に規定する耐震基準不適合既存住宅を

取得し、当該耐震基準不適合既存住宅の法第７３条の２７の２第１項

に規定する耐震改修に係る契約を令附則第３８条に規定する日まで

に締結している個人が、新型コロナウイルス感染症（新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の

２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。）及びそ

のまん延防止のための措置の影響により当該耐震改修をして当該

耐震基準不適合既存住宅をその取得の日から６月以内にその者の

居住の用に供することができなかつたことにつき地方税法施行規

則で定めるところにより証明がされた場合において、当該耐震改

修をして当該耐震基準不適合既存住宅を令和４年３月３１日までに

その者の居住の用に供したとき（当該耐震基準不適合既存住宅を

当該耐震改修の日から６月以内にその者の居住の用に供した場合

に限る。）は、第１９条の６の規定の適用については、同条中「第

７３条の２７の２第１項」とあるのは、「第７３条の２７の２第１項（法

附則第６０条第１項において読み替えて適用する場合を含む。）」

とする。

第２２条の２ 削除

（自動車税の環境性能割の税率の特例）

第２２条の９ 省略

２ 自家用の乗用車に対する第４２条の４第２項（同条第４項におい

て準用する場合を含む。以下この項において同じ。）及び第３項

の規定の適用については、当該自家用の乗用車の取得が令和元年

１０月１日から令和３年３月３１日までの間に行われたときに限り、

同条第２項中「１００分の２」とあるのは「１００分の１」と、同条第

３項中「１００分の３」とあるのは「１００分の２」とする。

１，０００万円」とあるのは、「１，０００万円に当該前事業年度又は前連

結事業年度の月数を乗じて得た額を１２で除して計算して得た金

額」とする。

６ 法人税額の課税標準の算定期間及び連結法人税額の課税標準の

算定期間の月数は、暦に従つて計算し、１月に満たない端数を生

じたときは、１月とする。

第２２条及び第２２条の２ 削除

（自動車税の環境性能割の税率の特例）

第２２条の９ 省略

２ 自家用の乗用車に対する第４２条の４第２項（同条第４項におい

て準用する場合を含む。以下この項において同じ。）及び第３項

の規定の適用については、当該自家用の乗用車の取得が令和元年

１０月１日から令和２年９月３０日までの間に行われたときに限り、

同条第２項中「１００分の２」とあるのは「１００分の１」と、同条第

３項中「１００分の３」とあるのは「１００分の２」とする。

改 正 後 改 正 前

附 則

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の

取得に対する不動産取得税の減額等の特例）

第２２条 法第７３条の２４第３項に規定する耐震基準不適合既存住宅を

取得し、当該耐震基準不適合既存住宅の法第７３条の２７の２第１項

に規定する耐震改修に係る契約を令附則第３８条に規定する日まで

に締結している個人が、新型コロナウイルス感染症（新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の

２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。）及びそ

のまん延防止のための措置の影響により当該耐震改修をして当該

耐震基準不適合既存住宅をその取得の日から６月以内にその者の

居住の用に供することができなかつたことにつき地方税法施行規

則で定めるところにより証明がされた場合において、当該耐震改

修をして当該耐震基準不適合既存住宅を令和４年３月３１日までに

附 則

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の

取得に対する不動産取得税の減額等の特例）

第２２条 法第７３条の２４第３項に規定する耐震基準不適合既存住宅を

取得し、当該耐震基準不適合既存住宅の法第７３条の２７の２第１項

に規定する耐震改修に係る契約を令附則第３８条に規定する日まで

に締結している個人が、新型コロナウイルス感染症（新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の

２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症をいう。）及びそ

のまん延防止のための措置の影響により当該耐震改修をして当該

耐震基準不適合既存住宅をその取得の日から６月以内にその者の

居住の用に供することができなかつたことにつき地方税法施行規

則で定めるところにより証明がされた場合において、当該耐震改

修をして当該耐震基準不適合既存住宅を令和４年３月３１日までに
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（愛媛県森林環境税条例の一部改正）

第３条 愛媛県森林環境税条例（平成１６年愛媛県条例第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

� 第１条中愛媛県県税賦課徴収条例附則第７条の４の３の次に１条を加える改正規定、同条例附則第７条の６の次に１条を加える改正

規定並びに同条例附則第１３条第３項並びに第１６条の６第１項及び第３項の改正規定並びに第２条並びに次項の規定 令和３年１月１日

� 第１条中愛媛県県税賦課徴収条例第１２条第１項、第１３条第１項第２号、第１７条の２及び第１８条の３第１項第５号の改正規定並びに同

条例附則第１７条及び第１８条の改正規定並びに第３条中愛媛県森林環境税条例第４条の改正規定並びに附則第３項及び第４項の規定 令

和４年４月１日

（県民税に関する経過措置）

２ 県民税の所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２

年法律第２５号）第５条第４項に規定する指定行事の同条第１項に規定する中止等により生じた同項に規定する入場料金等払戻請求権の行

使を令和２年２月１日から同年１０月３１日までの間にした場合において、当該入場料金等払戻請求権の行使による払戻しをした者に対して

当該入場料金等払戻請求権の行使をした日から令和３年１月３１日までの期間内に当該払戻しを受けた金額以下の金額の寄附金の支出をし

たときは、当該寄附金の支出を同項に規定する入場料金等払戻請求権の全部又は一部の放棄と、当該支出をした寄附金の額を当該放棄を

した部分の入場料金等払戻請求権の価額とみなして、第１条の規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）

附則第７条の６の２の規定を適用する。

３ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中法人の県民税に関する部分及び第３条の規定による改正後の愛媛県森林環境税条例第４

条の規定は、附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８

号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号。以下「旧法人

税法」という。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（以下「連結子法人」という。）の旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連

結親法人事業年度（以下「連結親法人事業年度」という。）が同日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の県民税について適用する。

４ 別段の定めがあるものを除き、附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が

同日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の県民税及び同日前に開始した連結事業年度（旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連

結事業年度をいい、連結子法人の連結親法人事業年度が同日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の県民税については、第１条

の規定による改正前の愛媛県県税賦課徴収条例の規定中法人の県民税に関する部分及び第３条の規定による改正前の愛媛県森林環境税条

例第４条の規定は、なおその効力を有する。

その者の居住の用に供したとき（当該耐震基準不適合既存住宅を

当該耐震改修の日から６月以内にその者の居住の用に供した場合

に限る。）は、第１９条の６の規定の適用については、同条中「第

７３条の２７の２第１項」とあるのは、「第７３条の２７の２第１項（法

附則第６２条第１項において読み替えて適用する場合を含む。）」

とする。

その者の居住の用に供したとき（当該耐震基準不適合既存住宅を

当該耐震改修の日から６月以内にその者の居住の用に供した場合

に限る。）は、第１９条の６の規定の適用については、同条中「第

７３条の２７の２第１項」とあるのは、「第７３条の２７の２第１項（法

附則第６０条第１項において読み替えて適用する場合を含む。）」

とする。

改 正 後 改 正 前

（個人の県民税の均等割の税率の特例）

第３条 省略

２ 平成２６年度から令和５年度までの各年度分の個人の県民税の均

等割の税率は、県税条例第１３条第１項第１号及び附則第４条の３

の規定にかかわらず、同条に定める額に７００円を加算した額とす

る。

（法人の県民税の均等割の税率の特例）

第４条 平成１７年４月１日から令和７年３月３１日までの間に開始す

る各事業年度 又は当該期間における地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第５２条第２項第３号の期間に係る

法人の県民税の均等割の税率は、県税条例第１３条第１項第２号の

規定にかかわらず、同号の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、

それぞれ同表の右欄に定める額に、当該額に１００分の７を乗じて

得た額を加算した額とする。

（個人の県民税の均等割の税率の特例）

第３条 省略

２ 平成２６年度から令和５年度までの各年度分の個人の県民税の均

等割の税率は、県税条例第１３条第１項第１号及び附則第４条の２

の規定にかかわらず、同条に定める額に７００円を加算した額とす

る。

（法人の県民税の均等割の税率の特例）

第４条 平成１７年４月１日から令和７年３月３１日までの間に開始す

る各事業年度若しくは各連結事業年度又は当該期間における地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第５２条第２項第４号の期間に係る

法人の県民税の均等割の税率は、県税条例第１３条第１項第２号の

規定にかかわらず、同号の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、

それぞれ当該 右欄に定める額に、当該額に１００分の７を乗じて

得た額を加算した額とする。
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�愛媛県条例第３７号
愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年７月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例（平成２８年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第２条 法第５条第１８項（法第７条第２項において準用する場合を

含む。）の規定により県内の区域に係る法第５条第１項に規定す

る地域再生計画（同条第４項第５号に規定する地方活力向上地域

等特定業務施設整備事業に関する事項が記載されたものに限

る。）が公示された日（地域再生法の一部を改正する法律（平成

２７年法律第４９号）の施行の日以後最初に公示された日に限る。以

下「公示日」という。）から令和４年３月３１日までの間に、法第

１７条の２第３項の認定を受けた同条第４項に規定する認定事業者

（以下「認定事業者」という。）であって、地方活力向上地域内

において、当該認定を受けた日から同日の翌日以後２年を経過す

る日（同日までに同条第６項の規定により当該認定を取り消され

たときは、その取り消された日の前日）までの間（以下「指定期

間」という。）に、当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って地域再生法第１７条の６の地方公共

団体等を定める省令（平成２７年総務省令第７３号）第２条第１号に

規定する特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設

し、又は増設したものに課する事業税で、次に掲げる年又は事業

年度の所得又は収入金額のうち次項の規定により当該新設し、又

は増設した特別償却設備に係るものとして計算した額に対して課

するものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条

例第２１号）第１８条の２、第１８条の４及び附則第１９条の規定にかか

わらず、これらの規定に規定する税率に次の各号に掲げる年又は

事業年度の区分に応じ当該各号に定める率を乗じて得た率とす

る。

�～� 省略

２・３ 省略

（不動産取得税の課税免除及び不均一課税）

第３条 公示日から令和４年３月３１日までの間に、法第１７条の２第

３項の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内に

おいて指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って新設し、又は増設した特別償却設

備である家屋及びその敷地である土地の取得（公示日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。以下同じ。）をし

たものに対しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課

税しない。

２ 公示日から令和４年３月３１日までの間に、法第１７条の２第３項

の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内におい

て指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方活力

向上地域等特定業務施設整備計画（同項第２号に掲げる事業に係

（事業税の不均一課税）

第２条 法第５条第１８項（法第７条第２項において準用する場合を

含む。）の規定により県内の区域に係る法第５条第１項に規定す

る地域再生計画（同条第４項第５号に規定する地方活力向上地域

等特定業務施設整備事業に関する事項が記載されたものに限

る。）が公示された日（地域再生法の一部を改正する法律（平成

２７年法律第４９号）の施行の日以後最初に公示された日に限る。以

下「公示日」という。）から令和２年３月３１日までの間に、法第

１７条の２第３項の認定を受けた同条第４項に規定する認定事業者

（以下「認定事業者」という。）であって、地方活力向上地域内

において、当該認定を受けた日から同日の翌日以後２年を経過す

る日（同日までに同条第６項の規定により当該認定を取り消され

たときは、その取り消された日の前日）までの間（以下「指定期

間」という。）に、当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って地域再生法第１７条の６の地方公共

団体等を定める省令（平成２７年総務省令第７３号）第２条第１号に

規定する特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設

し、又は増設したものに課する事業税で、次に掲げる年又は事業

年度の所得又は収入金額のうち次項の規定により当該新設し、又

は増設した特別償却設備に係るものとして計算した額に対して課

するものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条

例第２１号）第１８条の２、第１８条の４及び附則第１９条の規定にかか

わらず、これらの規定に規定する税率に次の各号に掲げる年又は

事業年度の区分に応じ当該各号に定める率を乗じて得た率とす

る。

�～� 省略

２・３ 省略

（不動産取得税の課税免除及び不均一課税）

第３条 公示日から令和２年３月３１日までの間に、法第１７条の２第

３項の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内に

おいて指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方

活力向上地域等特定業務施設整備計画（同項第１号に掲げる事業

に係る部分に限る。）に従って新設し、又は増設した特別償却設

備である家屋及びその敷地である土地の取得（公示日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。以下同じ。）をし

たものに対しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課

税しない。

２ 公示日から令和２年３月３１日までの間に、法第１７条の２第３項

の認定を受けた認定事業者であって、地方活力向上地域内におい

て指定期間内に当該認定を受けた同条第１項に規定する地方活力

向上地域等特定業務施設整備計画（同項第２号に掲げる事業に係
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用期日）

２ 改正後の愛媛県地方活力向上地域における県税の特別措置に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、令和２年４月１日から

適用する。

（経過措置）

３ 新条例第４条の規定による申告期限が、この条例の施行の日から起算して２０日を経過する日までに到来するものにあっては、同条の規

定にかかわらず、同日を申告期限とする。

�愛媛県条例第３８号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年７月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

る部分に限る。）に従って特別償却設備を新設し、又は増設した

ものに課する不動産取得税で、当該新設し、又は増設した特別償

却設備である家屋及びその敷地である土地の取得に対して課する

ものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例第１９条の２の２の規定に

かかわらず、１００分の０．４とする。

る部分に限る。）に従って特別償却設備を新設し、又は増設した

ものに課する不動産取得税で、当該新設し、又は増設した特別償

却設備である家屋及びその敷地である土地の取得に対して課する

ものの税率は、愛媛県県税賦課徴収条例第１９条の２の２の規定に

かかわらず、１００分の０．４とする。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市町 事 務 市町

１～４４ 省略 １～４４ 省略

４５ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律

第１２９号。以下この項において「法」という。）及

び法の施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

� 政令第８条第６項、第３１条の６第６項及び第

３７条第６項の規定に基づく母子福祉資金貸付

金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資金貸付

金の据置期間の延長の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事務

�～� 省略

各市町

（中核

市を除

く。）

４５ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律

第１２９号。以下この項において「法」という。）及

び法の施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

� 政令第８条第５項、第３１条の６第５項及び第

３７条第５項の規定に基づく母子福祉資金貸付

金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資金貸付

金の据置期間の延長の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事務

�～� 省略

各市町

（中核

市を除

く。）

４６～６２ 省略 ４６～６２ 省略

令和２年７月１４日 発行
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